
 
 

項目 内 容 
事業期間 平成 28 年度から平成 30 年度まで 
事業規模 約 21 億 

対象者 
・都内中小テナントビルを所有する中小企業者等 

・当該テナントビルに係る地球温暖化対策報告書を提出する事業者 

対象条件 
・ビルオーナーとテナントで設備改修のグリーンリース契約を締結すること 

・設備改修後のベンチマーク評価が A2 以上となることが見込めること 

対象経費 
・調査費用（助成率 1/2、上限 100 万円） 

・設備改修費用（助成率 1/2、上限 4,250 万円（調査費用含む）） 

  
※申請方法等の情報は、下記ホームページをご覧ください。 

https://www.tokyo-co2down.jp/company/subsidy/gl/index.html 

 

 

グリーンリース普及促進事業 

 

 
 

 

 

グリーンリースとは？ 
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